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?Abstract?
This paper is a study on core personnel development of Japanese Companies in India. Core personnel 
represents the particular person that is selected as a main stream management personnel at the early 
stage of his/her business carrier and promoted relatively faster than others. He/She is expected to play a 











































































の調査で，インドに 7 つある Tier1 都市のうち
アーメダバードを除く 6 都市で調査を行うことが
できた。第 2 は，10 年前との比較である。ダイ
ナミックな経済成長を続けるインドで日系企業の
人材育成はどのように変化しているのであろうか．








で行った。2014 年 2 月，今回は前述のように基
本的に前回の調査とは異なる地域の企業を中心に






なお，2004 年の調査（以下，同様に 04 年調査と
略す）では日系企業 15 社から回答があった。イ
ンド日系企業の状況の理解の助けとするために，
















の調査とも 300 人以上の企業が 80％以上を占め
ており，大企業の比率が圧倒的に高い。04 年調
査の 88.9％から 14 年調査の 100％へ大企業の比
率がさらに高まっている。アジア 13 か国平均は








　前回調査から 10 年経過したが，設立年数 10 年
以下の新しい企業は，04 年調査の 73.4％から 14
年調査の 84.2％へ比率が上昇した。アジア 13 か














　5.　 現地への進出目的（1 位を 3 点，2 位を 2 点，
3 位を 1 点として合計点を計算し，各項目
の合計点に占める割合を算出した）
　前回 04 年調査では現地への進出目的を調査し











300 人未満の小規模な企業が 14 年調査は 04 年調
査より大幅に増えた（04 年 64.3％，14 年 89.5％）。








1. 消費関連製造業 10.5 0 20.2
2. 素材関連製造業 31.6 6.7 11.6
3. 機械関連製造業 42.1 74.2 43.0
4. 卸売・小売業 0 0 6.6
5. 金融・保険業 0 0 1.9
6. 建設・不動産業 0 6.7 4.0
7. 情報・メディア業 0 6.7 2.1
8. サービス ･ 飲食店業 0 0 1.3
9. 運輸・通信業 10.5 6.7 4.5
10. エネルギー関連業 5.3 0 0.5







300 人未満 0 11.1 21.0









11 年以上前 15.8 26.7 54.6
6 〜 10 年前 47.4 26.7 21.5






多数合弁 26.3 35.7 26.4
少数合弁 0 42.9 7.9
単独出資 68.4 21.4 61.2




1. 安価な労働力 16.8 25.3
2. 現地市場 49.5 31.1
3. 第三国への輸出 5.3 9.2
4. 逆輸入 2.1 4.1
5. 本社等関連企業との関係 11.6 15.8
6. 法的・税制等の優遇措置 3.2 7.1
7. 情報収集 11.6 7.2








と，1 〜 9 人の企業が 8 社，10 〜 19 人の企業が
2 社，20 〜 29 人の企業が 4 社，30 〜 39 人の企
業が 2 社，40 〜 49 人の企業が 0，50 〜 99 人の
企業が 1 社，100 〜 299 人の企業が 1 社，300 人
以上の企業が 1 社で，1 社平均は 40.2 人である。
ただし，100 人以上の 2 社を除くと 23.8 人である。

















いを 0 点，あまりないを 1 点，どちらかと
いうと多いを 2 点，非常に多いを 3 点とし，
回答企業の平均をとった）
　この項目も前回調査では調査していないので，

















300 人未満 89.5 64.3 65.6
300 人以上 10.5 35.6 34.3
表６-２　インド日系企業におけるホワイトカラーの人数別企業数（2014 年）
人数 1 〜 9 10 〜 19 20 〜 29 30 〜 39 40 〜 49 50 〜 99 100 以上 平均
社数 8 2 4 2 0 1 2 40.2 人
％ 42.1 10.5 21.1 10.5 0 5.3 10.5
表６-３　役員・管理職において日本人が過半数を占める企業の比率（2014 年，％）








1. 人件費総額の決定 2.78 2.62
2. 固定資産の購入 ･ 処分 2.38 2.06
3. 生産販売量の決定 2.71 2.28
4. 利益処分・再投資 1.80 1.56
5. 貸付 ･ 借入 ･ 債務保証 1.24 1.27
6. 現地法人の役員人事 0.94 1.17
7. 新事業の企業化 1.06 1.16
8. 現地広報活動 2.29 2.00











－2 点，やや不足を－1 点，十分であるを 0
点，やや余剰を 1 点，かなり余剰を 2 点と
し，回答企業の平均をとった）








を 0 点，あまりないを 1 点，どちらかと
いうと多いを 2 点，非常に多いを 3 点と
し，回答企業の平均をとった）
　コア人材の採用方法は，14 年調査の 1 位は職
業紹介機構を通じての採用（2.28）で変動はない
が，04 年調査より約 0.5 点増加した。第 2 位の社
員による紹介でも 1.22 で，8 つの選択肢のうち中
位数の 1.5 点を超えるものは 1 つだけである。04
年調査で 2 位であった新聞・求人雑誌等による採















　9-2.　 コア人材の選抜要件（選択肢 11，うち 3





（18.5％），2 位専門性 （17.6％）となった。3 位実
行力（13.9％）で，他に 10％以上のものは社内
外の過去の実績（13.0％）だけである。04 年調査
で 1 位のリーダーシップ，2 位の問題解決力，3
表８　現地コア人材の充足度
表９-１　現地コア人材の採用方法
インド日系 14 年調査 インド日系 04 年調査 13 か国平均
-0.95 -1.30 -1.26
採用方法 インド日系 14 年調査 インド日系 04 年調査 13 か国平均
1. 新規学卒者定期採用 0.78 0.86 0.92
2. 新聞・求人雑誌等による採用 0.67 1.57 1.42
3. 職業紹介機構を通じて採用 2.28 1.79 1.64
4. 他社からヘッドハント 0.83 1.00 0.73
5. 本社からの派遣・出向 0.83 0.79 0.83
6. 関連企業等からの出向・転籍 0.33 0.43 0.58
7. 社員による紹介 1.22 1.14 1.08
8. インターネットによる採用 0.61 0.43 0.83
インドにおける日系企業のコア人材育成 37
位の学歴は大きく減少（9 〜 12％）した。選抜
要件のアジア 13 か国の平均は，1 位リーダーシッ
プ，2 位実行力，3 位問題解決力である（表 9-2）。
　10-1.　 コア人材選抜の決定時期（選択肢 5，う
ち 1 つ回答）
　コア人材選抜の決定時期は 1 位が入社後 1 〜 3
年（36.8％）で，2 位は同率で入社後 3 〜 5 年と




後 3 年以上かけている企業が 69.3％だったので，
入社後 3 年以内に選抜する企業が大幅に増えてい
る（47.4％）。入社後 3 年以内に選抜する企業の







ある（04 年 71.4％，14 年 84.2％）。2 回の調査で
変動はほとんどないが，強いて言えば本社人事部
が減少している（7.1％から 0）。アジア 13 か国の
平 均 も 子 会 社 の 社 長・ 役 員 が 圧 倒 的 で あ る
（80.3％）（表 10-2）。
　11-1.　 昇進させる職位（選択肢 4，全くないを
0 点，あまりないを 1 点，どちらかとい





選抜要件 インド日系 14 年調査 インド日系 04 年調査 13 か国平均
1. 語学力 3.7 0　 6.7
2. 学歴（含資格，学位） 2.8 14.9 3.1
3. 社内での実績 5.6 5.4 9.4
4. 社内外の過去の実績 13.0 10.6 7.4
5. 将来性 2.8 4.3 5.1
6. 人柄 18.5 4.3 9.1
7. リーダーシップ 9.3 19.2 19.4
8. 実行力 13.9 10.6 14.1
9. 専門性 17.6 10.6 9.0
10. 問題解決力 8.3 17.0 12.8
11. 洞察力 4.6 2.1 4.1
表 10-１　コア人材の対象者を最終的に決定する時期（％）
インド日系 14 年調査 インド日系 04 年調査 10 か国平均
1. 入社時 5.3 7.7 9.2
2. 入社後 1 年以内 5.3 7.7 7.2
3. 入社後 1 〜 3 年 36.8 15.4 23.5
4. 入社後 3 〜 5 年 26.3 30.8 27.0
5. 入社後 5 年以上 26.3 38.5 33.1
表 10-２　コア人材の対象者を最終的に決定するもの（％）
インド日系 14 年調査 インド日系 04 年調査 13 か国平均
1. 現地子会社直属上司 16.7 21.4 8.2
2. 現地子会社人事部門 0　 0　 4.7
3. 現地子会社の特別委員会 0　 0　 1.6
4. 現地子会社社長 ･ 役員 84.2 71.4 80.3
5. 本社人事部 0　 7.1 6.0
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しかし，子会社役員クラス，子会社社長，本社役
員クラスに昇進させる比率は減少した。子会社役
員クラス，子会社社長は 04 年調査では 1 点を上
回っていたが，14 年調査では 1 点に届かず数値












要とするを 2 点，非常に必要とするを 3
点とし，回答企業の平均をとった）
　必要とする職種はかなり変動した。04 年調査
では 3 位だった営業が 0.41 点増加して 1 位となっ
た。財務・経理は 2 位で順位は変わらないが，
0.40 点減少した。04 年調査で 1 位だった生産・
技術は 0.55 点減少し 3 位となった。これは 14 年
の調査対象企業の進出目的は現地市場が 1 位であ
るので，営業職を非常に必要としているからだと

















し，1 位となった（1.78）。中位数の 1.5 点を超え
ているのはこの項目だけである。今回の調査でも
コア人材育成策の実施率は高いとは言えないと考
えられる。アジア 13 か国の平均で 1.5 点を超え
ているものはなく，1 位の「コア人材を意識した















1. 子会社部長クラス 2.44 2.79 2.25
2. 子会社役員クラス 0.93 1.21 1.02
3. 子会社社長 0.38 1.00 0.44





























1. 営業 2.61 2.20 1.87
2. 総務・人事 1.83 1.86 1.94
3. 財務・経理 2.17 2.57 2.21
4. 開発・設計 1.88 1.77 1.68
5. 生産・技術 2.06 2.61 2.33





数であった。今後は 2 位であったパターン 3（一
定年齢まで狭い範囲の職務を経験し，企業内スペ
シャリストを育成するキャリア）が最多となる。
04 年，14 年調査とも 1 つの職務に限定するパ
ターン 2 を大きく減少させている。しかし，今後
はパターン 1 は，04 年調査では 30％以上増えて
い る が，14 年 調 査 で は 16.7％ か ら 27.8％ へ
11.1％しか増加していない。アジア 13 か国の平
均では，傾向は同様であるが，パターン 1 が今後




あるを 2 点，非常に有効であるを 3 点とし，
回答企業の平均をとった）
　定着施策で有効なものは，2 回の調査とも 1 位
が給与・賞与の反映幅の拡大，2 位が昇進・昇格
のスピード，3 位は同率で能力開発の機会の拡充































インド日系 14 年調査 インド日系 04 年調査 13 か国平均
今までパターン 1 16.7 7.7 19.4
パターン 2 44.4 46.2 46.7
パターン 3 38.9 46.2 33.9
今後　パターン 1 27.8 38.5 39.1
パターン 2 22.2 15.4 24.7
パターン 3 50.0 46.2 36.1
表 13　コア人材を定着させる施策
定着施策 インド日系 14 年調査 インド日系 04 年調査 13 か国平均
1. 給与等の反映幅拡大 2.47 2.62 2.48
2. 昇進 ･ 昇格のスピード 2.33 2.15 2.25
3. 能力開発機会の拡充 2.06 2.00 1.99
4. 裁量権の拡大 2.06 2.00 1.98
5. 報奨金 ･ 奨励金制度 1.31 1.85 1.80
6. ストックオプション制度 0.60 0.46 0.66
7. 社内公募制 0.73 0.69 0.77
8. 表彰制度 1.47 1.23 1.53
9. 福利厚生の充実 1.71 1.43 1.70
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数値は多少変わっているが順位に変化はない。ア





0 点，やや違うを 1 点，まあそうだを 2 点，
そのとおりを 3 点とし，回答企業の平均
をとった）
　選択肢の 1 番から 5 番はプラス評価に関するも





ある」（2.35）である。04 年調査では 1.85 だった
「世の中の変化に対応できるシステムである」が
2 点を超え，5 項目すべてで 2 点以上である（表
14-1）。
　（2）マイナス評価に関して　04 年調査で 1 位
（アジア 13 か国の平均も 1 位）の「コア人材の要














調査と比べると 0.44 点減少し，1.94 であった。
アジア 13 か国の平均 2.07 より低くなった（表
15-1）。
表 14-１　コア人材制度の評価　プラス評価






































　（2）設立年数別では，11 年以上が 2.50，6 〜
10 年が 1.67，5 年以内が 2.14 である（表 15-2）。
　（3）ホワイトカラーの人数別では，1 〜 9 人が
1.88，10 〜 19 人 が 1.50，20 〜 29 人 が 2.25，30
人以上が 2.00 である（表 15-3）。
　（4）コア人材の決定年数別では入社 1 年以内が
2.50（入社時 1 社，入社後 1 年以内も 1 社と少な
いため，合わせて入社 1 年以内 2 社として計算し
た），1 〜 3 年が 2.17，3 〜 5 年が 1.60，5 年以上








原因は，1 つは 04 年調査ではコア人材制度に積
極的な日印合弁企業が過半数であったが，14 年






した 7 社を対象に 2016 年 1 月〜 2 月に実施した
（図 2）。実施した企業は地域別では，北部 1 社
（ニムラナ A 社），南部 4 社（チェンナイとその
近郊 B，C，D 社，ハイデラバード E 社），西部
1 社（プネ F 社），東部 1 社（コルカタ G 社）で
ある。
　1.　業種は 7 社中 4 社（57.1％，A，C，D，F













11 年以上 2 2.50
6 〜 10 年 9 1.67




1 〜 9 8 1.88
10 〜 19 2 1.50
20 〜 29 4 2.25
30 〜 49 2 2.00
50 〜 99 1 2.00





入社後 1 年以内 1 3.00
入社後 1 〜 3 年 7 2.17
入社後 3 〜 5 年 5 1.60













『和光経済』第 49 巻第 2 号42
である。
　2.　現地子会社設立年は，5 年以内 4 社（57.1％，
A，B，D，F 社 ），6 〜 10 年 2 社（28.6％，C，











　5.　現地子会社の企業規模は，E 社を除く 6 社
（85.7％）が 300 人未満でアンケート（89.5％）と
同様に小規模な企業の比率が高い。ホワイトカ
ラーの人数は，1 〜 9 人が 4 社（57.1％），10 〜










ジニアと職種を回答した 1 社（G 社）を除き，6
社は日本人がいなくても業務やマネジメントでき
る人と理解している。
　充足度は，かなり不足 3 社（A，B，D 社），や




















　コア人材と見極めるのに 1 〜 3 年が 4 社（57.1％，
A，B，D，G 社），3 〜 5 年が 1 社（F 社），5 年





本社次第），子会社役員（B 社）以外の 5 社は部
長までとしている（71.4％）。部長までが多いの
はアンケートと同様である。一方，（3）で見たよ






　必要な職種は営業 5 社，生産・技術 4 社，開







C，F 社），日本へ出向・研修に行くが 2 社（E，
G 社），コア人材を意識したキャリア育成プログ
ラムが 1 社（D 社），現在はしていないがこれか





ストを育成するキャリア」であるパターン 3 が 5
社，「一定年齢までに幅広い職務を経験し，将来
の中核となる人材を育成するキャリア」であるパ
ターン 1 が 2 社であった。1 つの職務に限定する
パターン 2 をとる企業はない。
　（6）コア人材を定着させるために有効な施策










　大いに受け入れられる 3 社（A，E，F 社。こ
れには希望的観測の A 社を含む），どちらかとい















う C 社のホワイトカラーは 5 人である。




　1.　14 年調査は 04 年調査と比べ，単独出資の
割合が増え，現地市場を進出目的としている企業
が多い。
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1.　会 社 概 要
業　　種：鉄鋼の加工および販売
設立年月：2011 年 9 月








現地従業員数：119 人（内ホワイトカラー 23 人）
管理職数：5 人（内日本人 0，インド人副部長 1
人，課長 4 人）
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事例2　機械関連製造業B社（チェンナイ市内）
1.　会 社 概 要
業　　種：医療用精密機器製造・販売業
設立年月：2011 年 5 月
進出目的：第 1 位現地市場（以前は代理店を通し
て輸出していたが，現地で製造販売することとし
た），第 2 位情報収集，第 3 位安価な労働力
企業形態：単独出資
現地従業員数：45 人（内ホワイトカラー 13 人）




































































1.　会 社 概 要
業　　種：自動車用素材製造
設立年月：2006 年 6 月（操業開始は 2008 年）
企業形態：単独出資




現地従業員数：30 人（ホワイトカラー 5 人）
管理職数：3 人（内日本人 0，インド人の最高位
は課長クラス）




























































1.　会 社 概 要
業　　種：自動車用素材製造
設立年月：2012 年 7 月





現地従業員数：19 人（内ホワイトカラー 5 人）
管理職数：7 人（内日本人 2 人）



























































1.　会 社 概 要
業　　種：発電プラントの設計・施工
設立年月：1998 年 12 月






現地従業員数：320 人（内ホワイトカラー 320 人）
管理職数：13 人（内日本人 1 人）
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事例6　素材関連製造業 F社（プネ，民間企
業設立の工業団地内に所在）
1.　会 社 概 要
業　　種：繊維機械用チューブ・ベルト製造
設立年月：2012 年 1 月
進出目的：第 1 位現地市場，第 2 位情報収集，第
3 位安価な労働力
企業形態：日本側単独出資
現地従業員数：11 人（内ホワイトカラー 8 人）
管理職数：3 人（内日本人 1 人）

























































1.　会 社 概 要
業　　種：製鉄機械のマーケティング，エンジニ
アリング業務支援（親会社は鉄鋼メーカー）
設立年月：2008 年 10 月
進出目的：第 1 位現地市場，第 2 位逆輸入，第 3
位第三国への輸出
企業形態：日本側単独出資
現地従業員数：12 人（内ホワイトカラー 9 人）




























〜 3 年必要であるが，3 か月の試用期間を過ぎた
らコア人材候補者として見ていかないと，入社後
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